
大鰐町の給与・定員管理等について （平成２２年度）

１．総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

（注）人件費には、退職手当、共済費、特別職に支給される給料・報酬等を含みます。

(2)職員給与費の状況（普通会計）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。 類似団体類型
　　　２　職員数は、２１年４月１日現在の人数です。 （町村Ⅲ－０）

(3) 特記事項

・町の財政状況を勘案し、一般職給与（7％）、特別職給与（30％）、議員報酬（10％）を削減しています。

(4)ラスパイレス指数の状況（平成２１年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を
　　　　示す指数です。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均し
　　　　たものです。
　　　３　平成２１年については、公表準備が整い次第更新いたします。

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数
　　　　　（平成２１年４月１日現在）

※　「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務
　員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

２． 職員の平均給与月額、初任給等の状況
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３． 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２２年４月１日現在）

① 一般行政職

② 技能労務職

※ 民間データは、「賃金構造基本統計調査」において公表されているデータを使用しています。
　（平成19～21年の３ヶ年平均）
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致し
　ているものではありません。
※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれの平均給与月額を１２倍したもの
　に、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を
　加えた試算値です。

③ 看護・保健職

（注）１　「平均給料月額」とは、２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
　　　　手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかに
　　　　されているものです。
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊
　　　　勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したも
　　　　のです。

―
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45.4歳

区　　　分
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類 似 団 体
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――
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―
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― ―
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大鰐町 ―

1.43

295,157円 400,846円 自家用自動車運転者 51.9歳 212,300円 1.39

―

県

国

―

用務員 53.8歳 213,600円

54.8歳 2人 278,900円

56.6歳

類似団体

区 分
平均年齢 職員数
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平均年齢
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(Ｂ)
Ａ／Ｂ

参考民 間

72.6歳 7人 275,600円 292,573円 374,582円 ―

3人 269,800円 282,846円 388,573円 ― ― ― ―

46.8歳 477人 313,800円 350,188円 337,875円 ― ― ― ―

49.3歳 3,955人 284,514円 ― 322,291円 ― ― ― ―

49.4歳 8人 282,943円 302,508円 ―296,227円 ― ― ―

42.4歳 301,797円 312,638円

―318,285円45.5歳

341,992円
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―
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平均給与月額
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(2) 職員の初任給の状況（２２年４月１日現在）

（注）大鰐町では、職員の給与の減額措置を実施しています。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２２年４月１日現在）

４． 一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（２２年４月１日現在）

（注）１　大鰐町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（注）　平成１８年に８級から６級に変更しています。
　　　　（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級がそれぞれ統合されました）

(2) 昇給への勤務成績の反映状況
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大 学 卒
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―

青 森 県 国

125,400円 ―

130,340円 137,200円

技 能労務職 高 校 卒 ― ― ―

中 学 卒 ― ― ―

高 校 卒 198,200円 ― 314,667円

一 般行政職 大 学 卒 227,100円 277,200円 330,000円

区 分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２５年

６級

５級 １４.６％

１.２％

課長

４級

３級

職員数

１５人

１１人

９人

主幹、係長、主任主査

課長補佐の業務 

２級 １３.４％

標準的な職務内容

主事

主査

１人

３４人 ４１.５％

１１.０％

総務課長、会計管理者

１２人

１級

区分 構成比

１８.３％

　一律支給



５． 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

(注)　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2) 退職手当（２１年４月１日現在）

(3) 地域手当

大鰐町では地域手当の制度を導入していません。

(4) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

(5) 時間外勤務手当

・管理職加算　10～25%

(加算措置の状況) (加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加算 職制上の段階、職務の級等による加算 職制上の段階、職務の級等による加算

(0.70)(1.45) 月分 (0.70)

・管理職加算　10～25%

2.75 月分 1.4 月分

・役職加算　 　5～20% ・役職加算　 　5～20%

(0.70) (1.5) 月分

月分2.70 1.4

(1.45) 月分 月分

月分

月分

期末手当 勤勉手当

1人当たり平均支給額(21年度) 1人当たり平均支給額(21年度)

2.70 月分 1.4月分

1,649千円　

―

・役職加算　 　5～20%

(21年度支給割合) (21年度支給割合) (21年度支給割合)

1,323千円　

期末手当 勤勉手当期末手当 勤勉手当

大 鰐 町 青 森 県 国

（２％～２０％加算）

）

（２％～２０％加算）

59.28月分最高限度額

30.55月分

59.28月分

定年前早期退職特例措置

59.28月分

47.5月分

59.28月分

23.5月分

その他の加算措置 その他の加算措置定年前早期退職特例措置

（支給率）

47.5月分

59.28月分

自己都合

勤続２０年

（退職時特別昇給

勤続３５年59.28月分

41.34月分33.5月分

最高限度額

な　　し

勤続２５年 勤続２５年 41.34月分33.5月分

（支給率）

勤続２０年

勧奨・定年勧奨・定年

30.55月分23.5月分

大 鰐 町 国

自己都合

自己都合

1人当たり平均支給額

勧奨・定年

22,011千円　

―

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

―

国の制度（支給率）

―

千円　

円　－

－

支給職員１人当たり平均支給年額

支給実績

―

主 な 支 給 対 象 業 務

感染症が発生し、又は発生
の恐れがある場合の感染者
等の救護又は感染症の病原
体の付着し、若しくは付着
の危険がある物件の処理作
業に従事したとき

左記職員に対する支給単価

１日５００円

手 当 の 名 称

感染症防疫作業手当
右の業務に従事し
た職員

主な支給対象職員

－

－

－

1

支給実績（２１年度決算）

支給職員１人当たりの平均支給年額（２１年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度）

手当の種類（手当数）

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

支給実績（２０年度決算）

支給実績（２１年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

2,622 千円

29 千円

1,879 千円

18 千円



(6) その他の手当（２１年４月１日現在）

（注）平成２０年４月１日から管理職手当を定額制とした。

扶養親族のある職員に支給

寒冷地手当

同

５㎞未満

8,900 円
２０㎞未満

課長級（総務課長以外） 20,000 円

23,600 円

自ら居住するための住宅を借り受け一
定額(12,000円)を超える家賃を支払っ
ている職員に支給

（支給限度額）

6,500 円
１５㎞未満

22,700 円

24,500 円

配
偶
者
以
外

１
人
目

11,000 円

6,500 円

18,500 円

配偶者

配偶者無

満15歳に達する日後の最
初の4月1日から満22歳に
達する日以後の最初の3
月31日までの子に加算と
なる額

１人につき

２人目以降

―

片道１５㎞以上

片道２５㎞以上

2,000 円

55,000 円

片道３０㎞以上

片道３５㎞以上

５０㎞未満

片道１０㎞以上

片道２㎞以上

同

片道５０㎞以上

片道５５㎞以上

４５㎞未満

４０㎞未満

３０㎞未満

片道５㎞以上

片道４５㎞以上

交通機関利用者

片道２０㎞以上

2,084 千円

支給実績
（21年度決算）

借家・借間

自
動
車
等
利
用
者

13,700 円

支給職員１人当たり
平均支給年額
（21年度決算）

3,360 千円 37,753 円

配偶者有

6,500 円

―

内容及び支給単価

（支給限度額）

国の制度
との異同

27,000 円

5,000 円

同 ―

国の制度と
異なる内容

13,000 円

23,416 円

3,320 千円

7,695 千円

１０㎞未満

11,300 円

２０㎞未満

通勤のため自動車や電車などを利用してい
る職員に支給

4,100 円

片道４０㎞以上

３５㎞未満

５５㎞未満

手当名

扶養手当

住居手当

65,416 円

11,248 千円 126,382 円

37,303 円

通勤手当

16,100 円

２５㎞未満

20,900 円

21,800 円

片道６０㎞以上

総務課長

管理又は監督の地位にある職員について、
その職務の特殊性に基づき支給

管理職手当

世
帯
主

扶養親族あり

扶養親族なし

その他の職員

―

25,000 円

施設の長

同

11,000 円

副参事 15,000 円

毎年11月から翌年3月までの各月の初日
において在職する職員に対して支給

17,800 円
10,200 円
7,360 円



６． 特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。
　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、
　　　　１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

７． 職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　〔　　　〕内は、条例定数の合計です。

／

（ )

／

（ )

／

（ )

／

（ )

／

（ )

（21年度支給割合）

計

（21年度支給割合）

計

期

末

手

当

200,000 円

副議長

議員

副町長

250,000 円

報

酬
206,000 円

180,000 円 157,500 円

230,000 円

207,000 円

408,000 円

185,400 円 269,000 円 172,500 円

207,000 円 326,000 円

353,500 円883,000 円

326,400 円

544,000 円

703,000 円副町長

区 分

(参考)類似団体における最高／最低額

給 料 月 額 等

給

料

町長

680,000 円

（1.6月分）

議長

６月期

議長

副議長

副町長 （1.45月分）

8,911 千円

給料月額×26.5/100×在職月数

議員

町長

（役職加算20％）

１２月期

６月期

１２月期

3.05月分

（支給時期）（算定方式） （１期の手当額）

任期ごと給料月額×45.5/100×在職月数

4,152 千円 任期ごと

町長

その他の手当 町長、副町長に寒冷地手当（一般職と同様の支給基準）

3.05月分（1.6月分）

（1.45月分）

退
職
手
当

（役職加算なし）

326,400 円

農林水産

 

＜参考＞

９ 

職　　員　　数

増減数

対前年

 

〔２６２〕

１６１ 

（類似団体の人口1万人当たりの職員数

欠員不補充による減
公営企業
等会計部
門

小計 ７１ 

その他

合　　　計

△１ 

６５ 

１５１ 

下水道

５７ 

129.13人人口1万人当たりの職員数

〔２６２〕

△１０ 

＜参考＞

△６ 

９ 

５３ 

８６ △４ 

病院

４ ３ △１ 

地域交流施設の指定管理制度導入

△４ 
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(2) 年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在）

(3) 職員数の推移
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（単位：人・％）

215 207 202 161

101

22年

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
　　　２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。
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